













































































































































自治体名 地区致 自治体名 地区数
大阪府 和泉市 1 大阪府 宮田林市 3
泉佐野市 1 枚方市 7
大阪狭山市 2 松原市 1
河内長野市 2 八尾市 6
岸和田市 1 太子町 1
堺市 1 兵庫良 芦屋市 1


















住宅地 世相 ～49 50一 100- 200- 300- 計
団地尉発 分譲条件付開発 2 9 3 9 23
分譲条件なし 戦前開発 2 4 3 9
戦後開発 2 2 5 14




























































秦-3 住宅地型別の自主協定取 り組み開始時期 (地区数)
戦前即発 戦後開発
自治会活動草創期 9 ウ▲一 0 0 ll
住環境形成過程期 14 7 12 8 41
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tB定内容地区名 I戸 住居 2秤 高さ 共同 也盤 区画 建物 早ヽ 工作 分譲条件妃歓の書面建て 専用 iで 規刺 住宅先刺 面先例 変更#止 の形BA 柵の規刺 鶴規刺 名称
和泉市Y地区 ○ ○ ○ ○ ○ 宅地充貫契約
泉佐野市S地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (未把可一人協定)
岸和田市H地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 分線者の ｢お救い｣

















地区名 地区の泉虜 ､土地利用 協定の名称 制定年月(西暦) 目的 .理念 泉制内容
分譲粂 宇治市N地区 493世帯 N町内金額 79年3月 丑かな日照､広がる空間､清 最低数地面横1001種住専 境保全要項 淀な大気､緑の静寂な希境を m2､軒高6.5m､
●件付防発也区 守る . 1戸建住居専用､壁面後退 1m等
河内長野市K 2.6ba､507世帯 K地早 まち 88年 11月 環境を守り､.人権に厚いまち コミュニティ発展地区 1種住専 づくり恵章 づくり｡どこにでも誇れるま を妨げる集合住宅
50､100% ちづくり の楽止
分譲条件なし戟前防発也区 八尾市T地区 83世帯 ?● 88年8月 現韓境を守り､さらによくす 階数3､高さ11m､
2種住専60､00%､住居60 るため､建築基準法を守る 共同住宅原則禁止､建物の外観､正幸場等
堺市U地区 2000世帯 まちづ くり-89年 12月 地区-に愛着をもって良好な環 土地利用計画で具
1種住専40､80%､ 2種住専60 200%近商80､30% 恵章 境づくりに参加する.地域コミュニティの発展.まちづくりのルール 自主的な作成と遵守 体化
分譲条件なし戟 八尾市K地区 137世帯 住韓境を守 79年3月 住珠境をよくするために力を 階数2､軒高8m､
2種住専60､200% るための協約 あわせ共同で取 り組む 共同住宅禁止､駐車場等
後開発也区個別 1種住専50､ づくり､人権の尊重､子ども アパー ト.共同住
100% たちの健全な育成 宅の禁止
八尾市N地区 170世帯 住宅環境協約 89年2月 住宅韓塊を維持増進し､仲間 階数2､高さ9m､2種住専60､ 意識に溢れた住みよいまちづ 葵同住宅禁止､看
200% くり 板 .駐車場規制等
八尾市0地区豊中 TSK3地区 209世帯 住宅環境 を 91年8月84 10月83 緑畳かで潤いのある良好な町 貸し倉庫 .共同住
1種住専60､ 守る為 の協約T地区にお 並みを形成.お互いに力をあ 宅の禁止､階数3､50%､ 2種住専60､200%約70世帯 わせ､共同で取 り組む人の心が交い合う､健やかな 高さ10m､看板 .駐車場規制専用床面積29m2
2種住専60､ ける集合住 美しい住宅地を守 り育てる明るく健康的で潤いのあ 日 駐車場､ゴミ置き発也区 00yo､住居60.3W 近藤84 %65世帯 宅建設に関す 自治会要望書中帝層建.築 場､物干し台､駐輪場､管理人放 ､入居者規則制定等野数5 日照 .威
住居60､200%82世帯 物の健酸に 常生活と安心して平和に含ま 屈惑､フライバシー ､
ついて,お庭 れるまちづくり.中高層建築 植栽､歩道 .駐車
レヽ住宅揖痩細 物建設は住民､建築主､行政が一緒に取り組む.●良好な住環境を保全し さら 場設置､管理人常駐､町会加入等住居専用､高さ10








































































































































































































1区画戸 共同住宅莱止 辛用住宅規定 高さ規刺 毒 蔓､J 横
0地区 自主協定 ○ ○
建築協定 ○ ○ ○ ○
KO地区 自主協定 ○ ○





































自治体名行政の対応 和 泉 大 河 ■▲■序 堺 高 皇 育 枚 松 A 太 *′コ 辛 向
市 中 田 原 尾 子 屋 治 日
市 野市 狭山市 長野市 田市 市 市 林市 市 市 市 町 市 市 市
協定地区-の事前通知 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
事業者への手前協議指導 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●
協定地区の合意書の確認申請への添付 ○ ○ ○ ○
(ll)
- 60- 生 活 環 境 学 科
ことが困難であったために策定の実現をみなかった例で
ある｡
7.行政対応
自主協定の拘束力の弱きは,行政による認知,行政シ
ステムでの対応によって高めることが期待される｡そこ
で,地区住民の自主的なコントロールの取り組みに対し
てどのような支援がなされるべきかという問題意識から,
自主協定に対する建築確認行政の対応と既存勧度の適用
の実態についてみる｡
建築確認との連動性を;事前通知,事前協議指導,逮
用主体の合意書の確認申請への添付,担当課での協走の
申し送りの有無の4点についてみると,自主協定地区が
多い豊中市,八尾市のほか,高槻市,富田林市ですべて
の点につき,おこなわれていた(秦-10)｡そのほかの自●
治体でも,一定限の対応がなされていることがわかる｡
ただし,事前通知の内容の範囲が行政によって限定を受
けているところが多いことは,6-3-1の項でみたとおりで
ある｡
他方,4自治体では協定が認知されず,地区の努力に
ょぅてのみ維持,運用がなされている｡行政が自主協恵
を認知すれば,制度上の対応がもとめられるであろう｡
しかも,自主協定に法制度上の根拠がない以上,行政と
しては指導の困難性がつきまとう｡これが行政の認知,
対応の進展をはばんでいる理由であろうと考えられる｡
そこで,協定地区に対する法制度の活用にむけた行政
の働きかけがあるかについてみると,少なからぬ地区が
行政より建築協定を勧められており,さらにはこれを受
けて具体的に検討している地区があった｡しかし前項で
のべたように,3地区をのぞいて締結が実現していると
ころはない｡八尾市K地区では地区計画を勧められ検討
されたが,実現していない｡全員合意規定のハードルの
高さが大きな障害になっていることが,これら法制度上
の課題である｡
しかし他方では,法制度による即物的で柔軟性に欠け
る基準値設定は,地区住民共同のコントロールになじま
ないと考える協定地区が少なくない｡これは,自主協定
の地区住民共同のコントロールの手法としての優位性を
示すものである｡自主協定の自主的な発展を期するため
に,協定の目的,理念が住環境保全の見地から地域社会
のなかで著しく艶際するものでない限り,行政は自主協
定を認知し,地区の取り組みに応える支援を整備するこ
とが求められる｡と同時に,既存の法制度の活用や適用
の範囲が広げられるような運用の改善も必要である｡
8.まとめ
大阪都市圏ですすめられている自主協定の取 り組みの
広がりと展開の実態を明らかにした｡それらをまとめる
と,
1)自主協定に取り組んでいるのはいずれも住居用途
の住宅地で,戦前開発の住宅地およびその郊外に1970年
代以降に開発された新親住宅地に集中している｡その半
数に宅地分譲条件が付されており,1978年以前の取り組
みの多くは,この分譲条件を自治会が組織的に管理しよ
うとして始めたものである｡
2)1979年以降,建築や開発に関する計画 ｣行為に対
する反対運動から発展して自主協定の取 り組みが増加し
ている｡協定の内容,形式において,初期の規制 リスト
のような単純なものから,協定の目的-理念-具体的規
制事項の設定という体系を備えるようになっている｡さ
らに,建築協定を締結し,･その拘束力の強化をはかる地
区も現れている｡
3)地域社会における自主協定の認知を広めながら運
用をすすめることによって,事前通知のほか事前協議指
導等,行政からの一定の対応を引き出しており,地区住
民共同の住環境コントロールのシステムを開きつつある｡
協定はこのことを当面の目的にしているが,運用の実績
を適して地区の土地利札 住環境の計画として内容規定
がはかられつつある｡
本論では,宅地開発地における分譲条件が,のちに地
区の自主協定へと発展する事例の少なくないことを指摘
した｡今後は,良好な住環境形成にかかわる主体のひと
りである分譲者 (事業者)の住環境コントロールや管理
への役割について検討する考えである｡
本研究の調査にご協力いただいた地区のみなさんおよ
び各自治体の建築行政担当の方からは多くの情報,資料
をいただきました｡記して感謝いたします｡
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Summary
Communityagreementtakenupforthisstudyisthemeanswhichresidentstrytocontrolvolutarilybuildingact
forconservationofresidentialenvironmentby.Thisstudyaimstomakecleartheconcludingprocessandthe
acturalconditionofemploymentofcommunityagreement.Mainresultsarefolowing:1)Communityagreements
arefoundinresidentialquartersonlyusedforresidence.In1970'searlycases,thetownassociationhasbegunto
managetheconditionofsubdivisionintheresidentialquarternewlydevelopped.2)Thecommunityagreement
increasesinnumberafter1979,whichregulatesstandardfiguresonthebasesofthepurposeandtheideaofthe
communityagreement.3)Employmentofcommunityagreementhasdrawntheadministrativeanswers,which
includethenoticeinadvanceandthepriorconsultationguidanceofthebuildingplans.
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